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Abstract 

英語抄録 

There are two types of population strategy in preventive medicine. One aims to promote public awareness for healthy behavior while the 

other is directed towards changing the social environment. The former may widen health inequity given that socially vulnerable people 

are less likely to have sufficient resources to follow behavioral recommendations. Thus, the latter approach is more important for 

achieving health equity. Given this, as a social epidemiologist, when it comes to obtaining equitable outcomes, I expect the active 

commitment of health communication researchers in relation to the following three activities. First, promoting advocacy and eliminating 

the perspective of individual responsibility from health services. Second, applying the latest scientific theories of behavior, including 

“nudge” theory, in health communication, so that daily lives can be structured in a way that allows people to undertake healthy actions 

without incurring a heavy cognitive burden. Third, developing organizational communication models to promote community organizing 

for equitable social actions at the global, national, and local levels. Community organizing is essential for being able to undertake actions 

that have a synergic impact on both population health and other social values, e.g., as seen with the UN Sustainable Development Goals. 

Health is “a major resource for social, economic and personal development,” “but not the objective of living” (WHO Ottawa Charter, 

1986). We need good partnerships with other sectors. For this reason, health communication sciences are likely to become increasingly 

important. 

 

要旨 

日本語概要 

従来からの「知識の普及啓発型のポピュレーションアプローチ」は、健康づくりに前向きになる生活上のゆとりがな

い人々への効果が期待できないため、健康格差を拡大させる可能性がある。健康格差の制御には「環境改善型のポピュ

レーションアプローチ」が必要である。そのために①アドボカシーの推進、②ナッジの実装、③コミュニティの組織化

の推進の 3つにおいて、ヘルスコミュニケーションの活躍を期待する。①アドボカシーについては、自己責任論を払し

ょくするコミュニケーションを進めていただきたい。②ナッジをヘルスコミュニケーションに取り入れ、誰もが自然と

健康に慣れる環境をデザインしていただきたい。③健康以外のセクターの「やる気」を引き出し、健康推進に役立ち、

かつそのセクターのメリットにもなる活動を進めるコミュニケーション技法を発展させていただきたい。合意形成のた

めのデジタル技術の応用や、社会的処方等の医療と社会福祉との一層の連携推進も重要である。SDGs 全体の中で健康

づくりは一部でしかない。健康の専門家という立場を相対化して多様なセクターと円滑な連携が進むためにも、ヘルス

コミュニケーションはますます重要になってくる。 

 

 

キーワード：社会疫学・健康格差・社会環境 

Keywords: social epidemiology, health inequality, social environment 

 

本稿は 2020年 9月 26日にオンライン開催されました

第 12 回日本ヘルスコミュニケーション学会学術集会基

調講演の内容を抜粋したものです。 

 

１．健康格差について 

健康格差というと、堅苦しい感じがします。どのよう

に研究していけばいいかわからないというご意見も聞き

ます。そういったとっつきにくさを今日お聞きの皆さん

が払拭してくだされば、今日の講演は成功と思っていま

す。 

私が専門とする社会疫学を黎明期からけん引してきた

マイケル・マーモット教授が近著でこのように言ってい
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ます。「せっかく治療した患者を、なぜ病気にした環境に

戻すのか」。この言葉は私が病院で研修医をしていた時に、

いろいろな患者さんに出会って感じたことと合っていま

す。糖尿病で入院して血糖値のコントロールが良くなっ

ても、家に帰るとまた元の生活に戻ってしまい、血糖値

も不安定になり、ひと月もせずに再入院。そういった患

者さんたちに出会いました。患者さんを元気にして病気

にならないようにするには、自宅や地域の環境を変える、

社会の環境を変えることが大事なのではと思っています。

それが健康格差対策につながると感じています。 

今日の話題は健康格差です。まず健康格差とは何かに

ついて確認します。「健康格差とは、社会的な背景が異な

るグループ間の健康状態の違いのこと」と、ここではし

ます 1。所得や資産、教育歴、職業や職位など、いろいろ

な背景による格差があります。健康格差という言葉には

通常、その格差は社会的に問題であるという価値判断が

含まれていると思ったほうがいいでしょう。 

健康日本 21(第 2 次)でも、健康格差があるといってい

て、これを是正しようという目標をたてています。地域

間格差だけでなく、例えば高齢者の閉じこもりの格差も

ある。所得や学歴が低い人ほど閉じこもり、つまり週に

１度も外出しない人が多いことが見て取れます。閉じこ

もりは高齢者保健で重視されている対策のターゲットで

す。閉じこもりはその後、要介護や死亡するリスクであ

ることが知られています。 

今、新型コロナウイルスのパンデミックが起きていま

すが、危機は健康格差を広げるということは昔から知ら

れています。私たちの過去の研究でも、2008 年後半にお

こった経済危機リーマンショックの後一人親世帯の子ど

もがそれ以外の世帯の子どもにくらべて太りやすくなっ

たという分析結果が得られています。景気低迷による物

質的困窮や心理的なストレスによって、家族全体に余裕

がなくなって、子どもの食生活が乱れたり、その他の色々

なことがあったりして肥満になってしまうのかもしれま

せん。 

このように健康格差が存在することはほぼ明らかで、

疑う余地はありません。図に示したように、健康という

のは一人ひとりの生活習慣で決まる部分がありますが、

その生活習慣自身が、本人を取り巻く社会的な環境――

人のつながりや社会経済的な状況――そして住んでいる

地域の環境の影響を受けます。さらに、景気動向やコロ

ナのパンデミックなど、よりマクロな社会動向の影響を

受けます。社会疫学では、このように健康は多重レベル

の社会的な要因で決まるという見方をしています。 

 

２．健康格差対策の考え方 

健康日本 21 でも、最初の 10 年では、個人の主体的な

健康づくりを支援しようということで、まずは個人の自

覚にもとづく行動変容にフォーカスをあてた活動が進み

ました。ただそれがうまくいかなかったという反省のも

とにできたのが、健康日本 21 の第 2 次です。その中に健

康格差の縮小という目的が追加されました。 

世界保健機関は健康の社会的決定要因への対応につい
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て、3 つの推奨事項を示しています。非常によくまとま

っていると思います。１つ目が生活環境の改善。「健康に

なりましょう」という教育、あるいは普及啓発活動をす

る前に、まずは環境を整えることを重視しています。環

境とは何か。例えば教育、労働、交通、あるいは休暇の

とり方などが挙げられます。これらは、医師も含めて私

たち健康づくりの専門家では手が出せないところです。

なので、２．「連携」が必要になります。多様なセクター

とコラボしていくということです。そして、連携するに

は課題を客観的なデータで評価し、考案した対応の方法

が本当に安全で効果的かを、データでアセスメントして

いくことが必要です。そこで、３つ目、格差の視覚化と

活動のアセスメントがあります。見える化して対策をす

る。アセスメント活動を通じて合意形成を進めるヘルス

インパクトアセスメントを行うという事です。コミュニ

ケーションが重要なところですね。 

 

３．ヘルスコミュニケーションへの期待 1：アドボカシ

ー 

今日は、３つのお願いというか、ヘルスコミュニケー

ションの活動に期待することを述べたいと思います。 

まず、アドボカシー。社会的に弱い立場の人を代弁し

て、その方々の権利を守るために社会の認識を深める活

動です。健康格差対策の時に問題となるのが、自己責任

論だと思います。自分の健康は自分で守る。そういう面

はあるかもしれませんが、守れないような環境、自分で

はどうしようもない環境にいる人にこのメッセージを出

してしまうと、その人は居場所を失ってしまいます。直

接そのようなことを言わなくても、自己責任論的な認識

や態度が出てしまうことはよくあります。2013 年に麻生

大臣が「食いたいだけ食って飲みたいだけ飲んで糖尿病

になって病院に入るやつの医療費を俺たちが払う、公平

ではない、無性に腹が立つ」と述べました。長い言葉の

一部を切り取ったものであり断定的な解釈をしてはいけ

ませんが、自己責任論的で配慮が十分な言葉とは言えな

いと思います。まだまだ、さまざまな立場に置かれてい

る方々への理解を深めるようにアドボケイトする必要が

あると感じます。さきほど、リーマンショックで一人親

世帯の子どもが太りやすくなっていると言いましたが、

小さな子どもにいくら「太らないように努力しろ」と言

っても難しいでしょう。子どもに自己責任論を言う人は

少ないと思います。大人だって、自己責任を強く言われ

てうれしい人はいません。言われても、おかれた社会環

境によって行動できない人もたくさんいます。 

４．ヘルスコミュニケーションへの期待 2：ナッジ 

２つ目、ナッジです。おそらく今日はここの話を期待

されて、私にお声かけいだたいたのかなと思います。私

は行動科学の研究者ではありませんが、健康格差対策へ

の大きなヒントになると思い、早くからナッジに注目し

てきました。 

自然と健康になれる環境をデザインしてほしい。その

ための研究を進めていただきたいということです。健康

格差是正に資するナッジをしてほしいのです。また、社

会的に弱い立場に置かれた人の状況を多くの人が理解す

るために役立つ行動を起こすようなナッジの環境をデザ

インしてほしいです。ナッジは、肘でつつくとか、そっ

と後押しをする、という意味合いの言葉です。ナッジに

ついては最近、保健分野でも認識が高まってきています

ので、詳しい説明は不要だと思いますので、ごく簡単に。 

私たち人間は２つの認知システムを持っていると言わ

れています。1 つは自動システム。無意識で制御はない

けどすばやいものです。疲れて帰宅したとき、ケーキが

机の上にあるのを見て無意識にそれを食べてしまう。そ

んな経験をした方もいると思います。もう 1 つは熟慮シ
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ステム。しっかり合理的に考え選択をする。ケーキだ！

…でもちょっと待って。昼にラーメンを食べたら今日は

やめておこう、という理性に基づく判断と行動をするこ

とです。 

私たちの日々の選択のほとんどが自動システムで行わ

れていると言われています。ただ、直感的・経験的なの

で、ときにそれが確率的には損をする選択になることが

あります。得をする選択と言いましたが、これは期待効

用、確率的に得られる効用が最大になるように選択をす

るという事です。これが合理的経済人：ホモ・エコノミ

カスの行動です。手持ちの情報をすべて活用して、期待

雇用を最大化する選択をします。ただしホモ・エコノミ

カスは架空のもので、実際には、私たちはホモ・サピエ

ンス。常にそのようにふるまえるとは限りません。自動

システムで動いてしまうため、ときに“不合理”な選択

をします。その典型として、宝くじを買うというのがあ

ります。確率的には必ず損をするのについ買ってしまう、

あるいは、経済合理性は無視して、楽しみで買います。

人間にはそのような特性があります。 

ナッジはこれを活用して、つい気軽に行動を起こした

ら、それがよい選択になりやすいように環境をデザイン

する、という考え方です。例えば、その行動へのインセ

ンティブを与える。選択するとどのような結果が得られ

るかを明確にイメージできるように見せる。デフォルト

オプション、つまり無意識に選択するものが一番望まし

いものになるようにする。結果を即座にフィードバック

する。こういったことを、環境をデザインすることで工

夫していくのがナッジのポイントです。 

関連するものとして、大阪大学の松村先生が「仕掛学」

を提案しています。ナッジする物理的な仕掛けについて

定義しています。つまり、誰も不利益をこうむらない「公

平性」、行動が誘われる「誘因性」、そして仕掛ける側と

仕掛けられる側の目的が異なる「目的の二重性」です。

特に目的の二重性という定義がとてもわかりやすいと思

います。例えばこの仕掛け。ゴミ箱のうえにバスケット

ゴールが付いています。ついゴミをシュートしたくなる。

仕掛ける側はゴミをポイ捨てしてほしくない。仕掛けら

れる側はシュートして楽しみたいという意図があります。

これを１つの者に組み込むと「仕掛け」になります。子

ども向けの「シカケコンテスト」といった面白い活動も

されているようです。発想が柔軟な子どもたちは良い仕

掛けのアイデアを出してくれそうですね。これはピアノ

が階段になっているナッジ。つい階段を使いたくなる仕

掛けです。 

他にも、メキシコの地下鉄の入り口のスクワットマシ

ーンなんてものもあります。10 回やると、地下鉄の１回

乗車券が無料になるという金銭によるインセンティブで

す。 

他にもたくさんナッジの仕組みはありますが、いずれ

も、理性ではなく「感性に働きかける」というものと言

えるでしょう。ナッジはすでに多くの企業がマーケティ

ング戦略として行ってきています。厚生労働省がポテト

チップスのパッケージの裏に成分表示を指示して「よく

考えて選択しなさい」と理性に働きかけているのに対し、

カルビーは「今だけ 20％増量」というような金銭的イン

センティブを働かせたり、損失回避バイアスを使って、

買わないと損だ、と思わせたりすることで、つい何袋も

手にするような戦略をとっています。私の恩師であるハ

ーバード大学の社会疫学者イチロー・カワチ先生に言わ

せれば「私たちには勝ち目がない」わけです。 

ではどうすれば良いのか。ぜひ企業の戦略に学び、真

似してみること、そして時には一緒にやってみたらいい

と思います。 

例えば東京都の足立区がおこなったキャンペーンがあ

ります。足立区は健康格差対策を非常に積極的に、戦略

的にやっている自治体です。区内の 800 店の飲食店など
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と連携をとり、野菜たっぷりメニューや野菜から食べる

メニューを提供してもらっています。ある年、その協力

店でそれらの野菜メニューを食べると「もれなく 50 円引

き！」というキャンペーンを行いました。共同研究とし

てその効果評価をさせてもらいました。 

たった 50 円ですので、割り引いてもレギュラーメニュ

ーよりも安くなるとは限りません。そうであれば、もし

野菜に全く関心がなければ、実際は割高になってしまう

ことになります。それでも「いまだけお得」という情報

で自動システムが優位になり、つい頼んでしまう。食べ

てみたら、野菜メニューも結構おいしいな、と気づく。

そんなことが期待できるかもしれません。 

評価の結果、キャンペーン中、野菜増量メニューの購

入者は 1.3 倍。店も、50 円余計に払ったとしても一日当

たり平均 1 万 5000 円近く売上が伸びていました。更に

所得の代用変数として普段の昼ごはん代を聞いたところ、

昼ご飯代が最も少ないグループは、キャンペーン前は野

菜たっぷりメニューを最もオーダーしないグループだっ

たのですが、キャンペーン中はオーダーが増え、その増

加率が最も高いグループでした。 

このように、食選択についてナッジすることで、健康

格差の是正に貢献できるかもしれません。その際に大事

なのは、健康とする価値を受け取ってもらう、健康サー

ビスを売る、その為の「マーケティングをする」という 

スタンスです。釈迦に説法かもしれませんが、マーケテ 

ィングにおいては、needs ではなくて wants、顧客が何を 

 

望んでいるかを把握してその方々にターゲットを絞って

製品やその届け方をデザインします。 

現在文部科研の課題として、公衆衛生におけるマーケ

ティングのあり方を整理しています。例えば、ごく単純

に言えば、ビジネスのマーケティングにおけるゴールは、

質の良いサービスをつくりそれの利用量が増え売り上げ

が上がることです。公衆衛生ではさらに公平性が大切に

なります。 

 

５．ヘルスコミュニケーションへの期待 3：コミュニテ

ィの組織化 

最後の期待は community organizing（コミュニティの組

織化）です。コミュニティを、社会を、「ワンチームでゴ

ールに」向かわせる。そのためのコミュニケーションの

あり方の研究に期待します。ミンクラーによれば、

community organizing は「コミュニティの中の組織同士が

共通の課題を特定し、資源を用いて、戦略的に活動を続

けるために助け合うプロセス」です。コラボして、みん

なでゴールに向かいましょうということです。関連する

概念にソーシャル・キャピタルがあります。一人や一つ

の組織でできることは限られています。しかし、ほかの

人や組織とつながれば、使える資源が相乗的に増えると

いう考えです。community organizing は組織や人同士を有

機的に結びつけ、より多く、より早くゴールを達成させ

ることを目指しているといえます。その好事例が日本が

進める「地域包括ケア」だと思います。地域包括ケアは

高齢者に適切なケアを届けるための community 

organizing の取組といえます。住み慣れた町で最後まで安

寧に過ごすために、多様な組織が、公的・私的なものも

含めて、連携しあってケアを届けます。それを発展させ、

高齢者に限らず、またケアを一方的に届けるのではなく、

互いが助け合う形で「共生」するための community 

organizing をしましょう、としたのが、今年６月には法的

根拠が示された地域共生社会の概念と理解しています。

お互いに助け合って一緒に生きていくまちをつくってい

くということです。 

私は、日本老年学的評価研究：JAGES（ジェイジス）

  

                          

                                       

                                  
      

                                   

                  
                 
                    

       
       

               

         

           
                           

     

                

       
    

             

               

     
     

     

     

       

                      
                          
                    
                
                   

  
  

  

           

  
  

   

             

       

      

                    

                           

  

                 

                   

               

                   

  

       
                
                                            

                                          

                                      

          
             

                

                                   



6 

 

という研究チームのコアメンバーの一人です。リーダー

は千葉大学の近藤克則教授です。JAGES の研究フィール

ドをつかい、ある疑似実験をしてみました。JAGES では

3 年ごとに自治体に住んでいる高齢者に対してアンケー

ト調査をおこなっています。その集計結果を自治体に返

して自治体は介護保険事業計画をつくるためのデータと

して用いています。 

さらに力のある自治体では、そのデータを活用して

community organizing を進めています。長崎県松浦市では、

「買い物ができない、かつ独居」の人の割合を地区ごと

にレーダーチャートにして、住民との地区懇談会で示し

ました。各地区の住民とデータを共有して、一緒に課題

を考え、共に活動しようというものです。ある地区では、

データを見て、これはまずいと立ち上がりまして、「お寄

りまっせ」という会食つきのサロン（通いの場）を自主

的に立ち上げました。人が集まったおかげで、これまで

過疎化してこなくなった移動販売車も来てくれるように

なりました。そのおかげで孤立の問題や買い物ができな

いという問題が解決されました。こうしたコミュニケー

ションをうまく進めることも大事だとおもいます。 

問題は、こういった活動をどうスケールアップするか

です。例えば、先ほど示した、世界保健機関が掲げる環

境改善・連携・見える化という推奨事項を自治体で進め

ると本当に住民の健康が底上げされ、その社会経済的な

格差是正が達成されるでしょうか。JAGES のフィールド

で、それを準実験手法で検証しました。コミュニティの

組織化を積極的に支援する 16 自治体と、対照群として地

域診断データのみ提供した自治体に分けました。支援す

る自治体にはデータを渡すだけでなく、データを使った

介入頻度が高い地区の選定や、介入効果評価のアドバイ

スなどを、コーチング理論などを参考にしてやりました。

年３回くらい、訪問して地域ケア推進会議のようなとこ

ろでお話をしたり、準備のために、自治体のスタッフと

一緒に考えたりしました。 

例えば熊本県の御船町は成功事例の一つです。2013 年

に高齢化対策に関する多部門連携を進める「地域包括ケ

ア推進会議」というものを立ち上げ、運営し、私たちが

それをバックアップしました。会議には、総務や税務、

農村振興など、健康に関係のあるところ・ないところを

含めた様々なスタッフが集まって、まちの高齢化につい

てデータをもとに考えました。会議では、一緒にできる

ことは何かを検討したり、同じようなことをダブってや

ったりしてないかが確認されました。私たちから、ぜひ

やってみましょうと答えを出すような提案はせずに、答

えが自然と出てくるようなコーチングをしました。 

例えば、高齢化率が 50％を超える水越地区で、松浦市

がやったような地区懇談会を行いました。自治体のスタ

ッフは、データ共有して、何をしようかを相談して、住

人さんから声を上げるのをじっと待ちました。地区の住

民がつくる「水越地区活性化協議会」の方々が立ち上が

り、これまで運営してきたサロンには来ないような、閉

じこりもがちな方々も来たくなる新しいサロンをつくろ

う、という話になりました。廃校になった小学校、懐か

しの校舎を使って、会食つきの学校タイプのサロン「ほ

たるの学校」が始まりました。これはとても盛り上がっ

て、今も継続していまして「数年間顔を見なかったひと

り暮らしの方が来てくれた」といったエピソードも聞い

ています。 

御船町はうまく行った事例ですが、本当に全国の多様

な自治体でも効果が期待できるか。これを検証しないと

いけないと思います。そこで、まず 3 年間追跡して実証

しました。その結果、まず、保健師のソーシャル・キャ

ピタルが増え、医療福祉以外の行政外のつながりが増え

ました。地域の役員さんとのつながりも、相対的に増え

ました。 

住民の健康には効果があったか。まず、通いの場にな

かなか来てくれない、保健師さんの悩みの種である、男

性高齢者の参加が増えたことが観察されました 2。 

さらに、死亡率も男性では介入の自治体で下がってい

ることもわかりました。もともと頑張っている自治体が

積極支援群に選ばれたのではないかという選択バイアス

の影響を懸念する方がいるかと思います。積極支援群へ

の選ばれやすさについては、傾向スコア法でできるだけ

調整し、ベースラインの自治体のバランスはとれている

ことは確認しています。さらに、所得水準別に評価して

も、高所得者層・低所得者層、ともに同じように社会参

加の増加と死亡率の減少が見られました。 

自治体に対して都道府県なり研究者なりが支援に入る

ときもマーケティングの考え方が大事です。それを踏ま

えたコミュニケーションの在り方があると思います。自
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治体によって、needs も違うが、担当者が今どんな wants

を持っているかを把握することが大切です。自治体職員

も人間なので、wants に応えるようなコミュニケーショ

ンをすることで、今までよりも活動がしやすくなると思

います。特に健康格差対策はカタイ感じがするのでやり

づらいんです。そこをいかにナッジするか。ナッジの対

象は住民だけでなく、組織の方々も、です。 

 

６．社会的処方 social prescribing 

患者ケアにまつわるコミュニティの組織化の取組とし

て注目しているものに「社会的処方」があります 3, 4。地

域共生社会づくりを進めるための医療と地域福祉の連携

の取組です。話の冒頭に「せっかく直した患者さんをな

ぜ病気にした環境に戻すのか」と言う言葉を紹介しまし

た。患者さんが来て、この人は生活が苦しくて治療どこ

ろではないと思っても、医者としては「薬を飲んでね」

とか、「運動してくださいね」と言うくらいしかできない

ことが多い。医療にやれることは実はそんなに多くない。

患者さんが地域で共生できる環境をつくるためには、地

域だけでなく、医療従事者、医療機関をエンパワーする

必要があります。英国では、そのような活動を social 

prescribing と呼び、NHS が普及を進めているようです。

ごく大雑把に言いますと、リンクワーカーという役割の

スタッフが生活上の課題を抱える患者と面談して、信頼

関係をつくりながら、地域の資源につなげていく、とい

った取り組みです。 

日本でも手弁当で頑張っている医療機関はあります。

そこで、日本でも、それをスケールアップするための政

策のあり方について検討がすすめられています。今年の

政府の骨太方針では欄外で紹介されました。 

大切なのは、患者さんを地域の活動につなげようにも、

資源が十分でなければ受け皿が足りず、効果的な“処方

箋”が見つからないという点です。コミュニティの組織

化を進め、一緒につくっていくことが必要になってくる

のだと思います。 

例えば、生活保護の受給者への健康管理支援が令和３

年から全国で始まります。頻回受診対策が計画にあがっ

ています。頻回受診の人をデータから見つけ出して個別

に「頻回受診しないように」などとシンプルに指導して

しまえば、かえって逆効果になってしまうでしょう。私

たちの分析によれば、頻回受診をされた経験のある方は、

一人暮らしや外国籍、そして就労していない人に多い 5。

地域で孤立して、相談相手がいないから、無料で相談で

きる医療機関に行ってしまうのかもしれません。社会的

処方の活動を進め生活に寄り添う支援を行う事で、医療

機関の負担も、患者の負担も減るかもしれません。 

 

７．省庁をまたぐコミュニケーションでパブリックヘル

スを変える 

最後に、強調したい提案をします。今日はこれまで、

自治体など、小さな地域の中での連携の話をしました。

公正で健康な社会づくりのためにはより大きなレベルで

の連携が必要です。どういう連携が必要でしょうか。
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SDGs(エスディージーズ)の話ははずせません。SDGs の

推進において、私たち保健医療に携わるものはどう振る

まうべきでしょうか。 

広く省庁を超えた連携を意識することで、私たち保健

医療セクターもエンパワーされ、取組の幅が広がります。

例えば、国民の身体活動を増やす取組みを考えましょう。

厚生労働省だけでやろうとすると、情報提供による理性

的行動の誘発、つまり、「メタボは危険です！」といった

啓発とか、二次予防事業として特定健診や指導などを行

う事になります。一方、他の組織と連携すればより多く

のことができます。 

健康の社会的決定要因の概念を踏まえると、他省庁の

活動のほうが根本的で大きな影響力を持つ保健活動にな

り得る場合もあります。例えばオリパラです。スポーツ

人口が増える、それによって健康な人が増えます。自転

車利用の推進もよい事例です。国土交通省が今推進して

います。これらとうまく連携すれば、厚生労働省の予算

を使わずに人々を健康にできます。財政上も有利です。

省庁間のつながりが、資源になる。ソーシャル・キャピ

タルの考え方です。 

コペンハーゲンは自転車の街として有名です。自転車

用ハイウェイがあったり、グリーンウェーブという、20

キロで走行すると赤信号にかからないように調整されて

いる信号システムがあるなど、自転車天国。自転車が好

きな私にはとてもうらやましい都市です。ある推計では

ヨーロッパ 167 カ国がコペンハーゲン並の自転車促進を

したら、１万人死亡が減るとしています 6。省庁連携で自

転車利用を推進すると、健康にも効果があり、渋滞緩和、

大気汚染減少など、多くの省庁同士が Win-Win になれる

取組みとなるでしょう。健康だけでなく、多様な側面の

トータルな価値、すなわちコレクティブ・インパクトを

最大化するような活動を戦略的に進めていくことが

SDGs に求められています。そのためのコミュニケーシ

ョンが求められているのではないでしょうか。 

「健康」は他省庁にもウリになります。例えば環境省。

国立環境研究所の南齋先生たちとの推計によれば、医療

技術を広げるよりも、疾病の予防活動をしたほうが二酸

化炭素排出量を減らせます。保健医療に関する産業によ

る二酸化炭素排出量の総量のうち、医療で占めるのが６

～７割。予防活動はわずかです 7。予防が増えれば、二酸

化炭素も減り、「地球の健康」にも良いことになります。 

大事なのは、「保健医療セクターにできることは多くな

い」と思ったほうが良いということです。健康づくりは

他のセクターに任せる。そういっても過言ではないと思

います。組織レベルの協調行動を起こすためのナッジが

これからも求められていると思います。 

足立区はガバメントからガバナンスへの変換を区全体

でやっているそうです。それまでは、多くの自治体同様、

区が委託をして、受託業者がそれぞれ独立で事業を進め

てきた。いわば一方通行の「ガバメント」体制でした。

今は「協創プラットフォーム」を作って、計画段階から

多様な組織が「ガバナンス」体制をつくり、それぞれの

得意技をうまく連携させて、コレクティブなインパクト

の大きな政策を打ち出すことを目指しているようです。 

まとめになります。まずはアドボカシー。ヘルスコミ

ュニケーション学への期待として、自己責任論を払しょ

くするコミュニケーション法を開発してほしい。２つ目

に、ナッジ。自然と健康に慣れる環境をデザインしてほ

しい。活動を評価するときは、所得別、地域別など社会

属性別の効果を見ることで、格差を縮めるか広げるか、

そういった視点での効果を見ることできます。情報通信

技術の活用、これはコミュニケーション上でも有益なナ

ッジをしやすくする技術なので、どう活用すれば健康格

差の是正につながるかも研究していただきたい。最後に、

Community organizing。健康以外のセクターをやる気にさ

せ、健康かつそのセクターのメリットになる活動を進め

る。それが可能となるメッセージの出し方やコレクティ

ブな活動がすすむコミュニケーション方法の研究です。

民主的な合意形成の手続きを加速するための技術開発と

その評価も有益でしょう。合意形成のためのデジタル技

術の応用や、社会福祉分野での一層の連携もこれから大

事になってくると思います。 

連携を進める際、健康セクターは「一歩引く」態度が

大事だと思います。SDGs 全体の中で健康づくりは一部

でしかない。健康は幸福のための手段でしかない、と謙

虚になって、立場を相対化して付き合っていくスタンス

が求められると思います。みんなでどうやってよりよい

社会をつくっていくか、という議論の中で、健康も是非、

すこし考えていただく、というスタンスが大事だと思い
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ます。ご清聴ありがとうございました。
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研究資金 

本講演の内容は次の研究助成金を受けて進めた研

究事業の成果を含みます：JSPS 挑戦的研究（萌芽）生

活保護受給者の健康管理支援優先度導出システムの

開発と利用による効果の実証分析（20K20774）・厚生

労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習

慣病対策総合研究事業）生活習慣及び社会生活等が健

康寿命に及ぼす影響の解析とその改善効果について

の研究・厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖

尿病等生活習慣病対策総合研究事業）健康日本 21（第

二次）の総合的評価と時期健康づくり運動に向けた研

究（代表：辻一郎）・JSPS 基盤研究（A）健康格差是正

にむけた新しい公衆衛生マーケティング理論の構築

と実践モデルの効果検証（18H04071）・AMED「地域包

括ケア推進に向けた地域診断ツールの活用による地

域マネジメント支援に関する研究」。 

 

利益相反自己申告 

なし 
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